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まえがき 応答変位法に基づく下水道管きょの耐震設計基準 1) に従って計算された FRPM 管の断面方向の耐

震計算例 2)と著者らが提案した耐震設計法 3)による予測(荷重と曲げモーメント)を比べ、現行耐震設計法の問

題点を指摘した。なお、耐震計算例 2)には地震時に地盤を右側にせん断する場合が例示されているが、本報告

では著者らが実施した遠心実験 4)の整理方法に合わせて地盤を左側にせん断する場合の結果を示した。 

提案設計法による計算結果 提案設計

法は、別報 3)に示した弾性 FEM 解析を

用いている。FRPM 管の解析に用いた地

盤、管、および管面に挿入したジョイン

ト要素の入力パラメータを表-1 に示す。

管の内径は 1200 mm、土被り高は 5 m、

地下水位は G.L.－3.3 m、管側深度にお

ける周辺地盤はN＝10の砂質土である。 

図-1 に提案設計法によって求めた管

面に作用する垂直荷重と管に生じる曲

げモーメント M を示す。各図の点線、

破線、実線がそれぞれ常時、レベル 2

地震動による地震時増分、両者の和とし 

て求めた地震時の結果である。垂直荷重は圧縮、M は内側引張りの

場合を正として表してある。常時の垂直荷重は、図-2に示すように、

有効垂直土圧と水圧の和として求めた。管に働くせん断土圧は管

面で完全滑動条件を採用したので、どの時点でもゼロである。 

 図-1から、常時荷重に比べて地震時増分がごく小さいので、地

震時荷重は常時荷重とほとんど変わらないことが分かる。また、常

時 M は、管頂が管底よりも大きく、左右対称であるが、地震時増分

による M 分布の対称軸が時計回りに 45˚程度回転する結果、地震

時 M の対称軸も 25˚程度回転している。 

現行設計法による計算結果 図-3 に現行設計法によって算定した、 
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図-1 提案設計法によって求めた垂直荷重と曲げモーメント 
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2)}]/R 3，R =(D－t ) /2, 4) 地震時増分の計算では管面の開口なし
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表-1  提案設計法(FEM)の入力パラメータ
図-2 常時の垂直荷重 
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、M を示す。は反時計回りの場

合を正として表した。常時の

とは、図-4に示した鉛直・水平

土圧(pv・ph)を図中の換算式に代

入して求めた。また、地震時増分

のとは、文献 5)に示された断

面力 Q と N の近似式を、釣合い

式: ＝(dQ/d＋N)/R、＝(dN/d

－Q)/R に代入して求めた。 

図-3から以下が分かる。 

・常時では、は、従来、たわみ性管で確認さ

れてきた均等分布 4)とは異なる。はに比べ

て小さいが、遠心実験 4)で確認された ≒0 よ

りかなり大きい。Mは管頂と管底で差がない。 

・地震時増分では、 ≫ の範囲が広く存在

し、 は第 2、4 象限が圧縮、第 1、3 象限で 

引張りである。M は、 と に

よって生じる M が逆モードとな

って相殺するため、かなり小さい。 

・地震時では、の引張り領域は

無いが、 はを超える程度にか

なり大きい部分が管頂と管底付

近、および第 1、3 象限に残る。

M は常時とあまり変わらない。 

現行設計法と提案設計法の比較  

図-3 と図-1の比較から以下が分かる。 

どの時点でも現行設計法と提案設計法の荷

重は全く異なり、特にの相違が際立ってい 

る。そのため、常時と地震時の M も両設計法の定量的な差は大き

い。地震時の Mmax を例にとると、現行設計法の Mmax＝4.09 kNm/m

に対して、提案設計法では Mmax＝0.88 kNm/m となり、現行設計

法は提案設計法に対して Mmaxを 5 倍程度、過大評価している。 

このように提案・現行両設計法の予測は定量的、定性的に異な

り、両者の相違は別報 6)の RC 管の場合にも見られた。現行設計

法によって予測される管きょの土圧・変形挙動は著者らが実施し

た遠心実験の測定・解析の結果 4)とはかなり異なっているので、 

現行耐震設計法が依拠する応答変位法には、文献 7)でも指摘したように問題があることは明らかである。 
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図-3 現行設計法によって求めた土圧と曲げモーメント 

図-4 常時の鉛直・水平土圧と換算式 
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